
 

複数の評価主体を統合したファジィ AHP 手法

と合意形成支援への適用 
 
 
 

福島 宏文 1・岸 邦宏 2・佐藤 馨一 3 
 

1正会員 土木研究所 寒地土木研究所 地域景観チーム（〒062-8602 札幌市豊平区平岸 1 条 3 丁目 1-34） 

E-mail: fukushima-h2ym@ceri.go.jp (Corresponding Author) 

2正会員 北海道大学教授 大学院工学研究院（〒060-8628 札幌市北区北 13 条西 8 丁目） 

E-mail: kishi@eng.hokudai.ac.jp 

3フェロー会員 北海道大学名誉教授 

 

本研究では、公共事業の合意形成プロセスに複数の関係者が参加する場合において、問題の構造の理解

や、意思決定の決着を支援することを目的に、複数の評価主体を統合した代替案評価を可能とするファジ

ィ AHP 手法を提案した。ファジィ AHP による代替案の評価得点は、非加法性測度であるため、異なる評

価主体による評価得点の比較については慎重な解釈が必要であるが、複数の評価主体の意見を評価基準の

レベルで統合することで、この課題に対応した。また、この評価手法を用いた合意形成支援の手順を示し、

JR 札沼線の路線存廃問題を対象としたケーススタディを行い、支援モデルの有用性を検証した。 
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1. はじめに 

 

公共事業はその公益性から、最終的な意思決定におい

てすべての人々がその便益を享受でき、不利益を被らな

い判断が最適であることは言うまでもない。しかし、現

実には多種多様な主体が存在し、お互いの価値観の相違

や利害対立等から、すべての面で満足のいく意思決定を

行うことは極めて困難であり、意思決定者の責任に基づ

く決定や地域や住民の許容、妥協等により何らかの決定

がなされているのが現状である。 

また、昨今は、少子高齢化の進展など人口構造の変化

に対応した地域連携を支援するための交通ネットワーク

整備や、気候変動に対応し、あらゆる関係者が協働して

水災害対策を行う「流域治水」の考え方の導入など、公

共事業があつかう区域が、行政界をまたぐような広域を

対象とする施策が展開されている。 

本研究では、このような状況を踏まえ、複数自治体を

またぐような広域的な公共事業を念頭に、あらゆる関係

者が課題解決の議論や合意形成プロセスに参加する場合

において、問題の構造の理解や、意思決定の決着を支援

することを目的に、複数主体を統合した評価を可能とし

たファジィAHPを提案し、ケーススタディを行う。 

2. AHPによる合意形成へのアプローチ 
 
現実の公共事業において意思決定するにあたっては、

複数の評価主体の合意形成をいかに行い意思決定するか

ということが問題となる。 

公共事業の分野においては、様々な意思決定手法が提

案されているが、意思決定のプロセスをモデル化する手

法として、AHP (Analytic Hierarchy Process）に着目した研

究が行われてきた。 

AHPは、T. L. サーティーによって提案されたもので、

問題の階層化から最終決定までの手順が体系化されてい

る。「ゲーム感覚意思決定法」（刀根薫 1986）1)では、

AHP のグループにおける適用方法として、メンバー全

員で一対比較の値を決定しコンセンサスを得る方法と、

メンバー全員の同意が得られない場合として各人の一対

比較値の幾何平均を集団の一対比較値として集計化する

方法を紹介している。 

しかし、複数の評価主体の一対比較値を集計化する方

法は、集団の意見が両極端に分かれた場合や、個人の意

見がバラバラに散らばっている場合に、全体の平均値と

個人の意思とがかけ離れてしまう問題が生じうることが

指摘されている 2)。これに対応する方法として、個々の

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集

 1



 

 

評価主体の評価基準値を類似度によって、いくつかのグ

ループに分けた上で意思決定の判断材料とする方法や、

調査結果を評価主体にフィードバックし再調査する方法、

代替案の長所や短所に注目し、代替案を再考する方法な

ど、意思決定プロセスを調整する方法が提案されている。 

また、山田らは「集団区間 AHP 法」として、各評価

者に区間値として申告した一対比較値行列を元に集団と

して整合性の高い一対比較行列を導出する方法を提案し

ている 3)。また、中西らは「集団意思決定ストレス法」

として、評価者の格付けを行い、評価者の不満の総和を

最小化する集団案を数理計画法によって導く方法を提案

している 4)。 

 一方、筆者らは、代替案評価にファジィ測度の考え方

を取り入れた AHP 手法（以下、ファジィ AHP）の集団

意思決定への適用性を検討してきた。ファジィ AHP は、

代替案の持つ得点の内、高得点や低得点に注目したより

主観的な評価値を意思決定者に示すことができる。1997

年には、ファジィ AHP による評価値をゲーム理論の利

得として意思決定問題のモデル表現を行った 5)。2002 年

には、ファジィ AHP による評価値をマックス・ミニ評

価で表し、ある代替案に対する各評価主体の評価結果の

最小値を複数の評価主体の「統合的評価」とする方法を

提案している 6)。いずれの方法も、各主体による代替案

のレベルの評価値を算出し、それを元に意思決定をする

アプローチを取っているが、本研究では、複数主体を評

価基準のレベルで統合し、ファジィ AHP の評価得点の

代表値を算出する方法について提案を行う。 

 

3. ファジィ測度を用いたAHP手法 

 

通常の AHP に対し、ファジィ測度を用いて拡張した

評価方法（以下ファジィ AHP）が提案されており、以

下のような特徴を持つ。 

・従来の平均的な評価に加え、ファジィ理論における非

加法性測度である可能性測度と非加法性測度を用いる

ことにより、代替案の持つ得点の内、高得点や低得点

に注目した評価値を意思決定者に示すことができる。 

・通常の AHP の加法的ウェイトの場合の項目間の独立

性が緩和され、類似した評価基準の追記による順位の

逆転現象が改善される。 

 ここでは、評価主体が単独の場合の従来のファジィ

AHP の概説を行う。また、評価値算出の図形的解釈を

整理して示す。 

 

(1) ファジィ測度 

ある集合 Xを考えた場合、Xの部分集合 A, Bなどを区

間[0, 1]の数値に対応付ける関数𝑔が、次の条件を満たす

とき、ファジィ測度という。 

i) 𝑔(∅) = 0, 𝑔(𝑋) = 1 

ii) 𝐴 ⊂ 𝐵  ならば  𝑔(𝐴) ≤ 𝑔(𝐵) 

iii) 𝐴ଵ ⊂ 𝐴ଶ ⊂ ⋯  あるいは  𝐴ଵ ⊃ 𝐴ଶ ⊃ ⋯  ならば 

lim
௡→ஶ

𝑔(𝐴௡) = 𝑔( lim
௡→ஶ

𝐴௡)   

また、条件 ii) から、𝐴 ∪ 𝐵と𝐴 ∩ 𝐵とに関して、次の

関係が成り立つ。 

iv) 𝑔(𝐴 ∪ 𝐵) ≥ max (𝑔(𝐴), 𝑔(𝐵)) 

v) 𝑔(𝐴 ∩ 𝐵) ≤ min (𝑔(𝐴), 𝑔(𝐵)) 

 iv) において、下限になるファジィ測度𝑔を𝛱とし、こ

れを可能性測度と定義する。同様に v) の上限となるフ

ァジィ測度𝑔を𝑁とおき、これを必然性測度と定義する。

すなわち、 

𝛱(𝐴 ∪ 𝐵) = max (𝛱(𝐴), 𝛱(𝐵)) ;  ∀𝐴, 𝐵 ⊆ 𝑋 

𝑁(𝐴 ∩ 𝐵) = min (𝑁(𝐴), 𝑁(𝐵)) ; ∀𝐴, 𝐵 ⊆ 𝑋 

となる。 

 

(2) 説明可能度 

通常の AHP においては、一対比較のマトリクスを𝑴、

とすると、 

(𝑴 − 𝜆𝑰)𝑾 = 𝟎 ,   ∑𝑤௜ = 1 

から𝑴の最大の固有値𝜆௠௔௫とそれに対応した固有ベク

トル𝑾を評価要因のウェイトとして求めることになる。 

 ファジィ AHP においては、評価要因の一対比較によ

り得られたウェイトをファジィ測度ととらえ、最大の評

価要因の重みを 1に正規化し、説明可能度として使用す

る。評価要因の説明可能度𝑬は、以下の式により最大の

固有値𝜆௠௔௫に対応した固有ベクトルとして得られる。 

(𝑴 − 𝜆𝑰)𝑬 = 𝟎 ,  max (𝑒௜) = 1 

ファジィ AHP では、説明可能度を「評価基準𝑥௜が上

位目的を説明できる度合い」と定義する。 

説明可能度 = 1.0 とは、その評価が上位目的を完全に

説明できることを示す。 

説明可能度 = 0.1 とは、その評価が上位目的を 0.1の度

合いで説明できることを示す。 

ファジィ測度を適用すれば、得点の低い評価基準を高

い評価基準が代替することや、逆に高い評価基準を低い

評価基準で補完することも可能であり、これによりショ

ケ積分では、非加法的に代替案の評価得点の計算を行う

ことが可能である。その評価要因の代替・補完を、評価

得点の高いものを適用するか低いものを適用するか、あ

るいは平均値を使うかにより、次節で示す U評価、L評

価、N評価の評価得点が算出される。 

 

(3) ファジィAHPの定式化 

 説明可能度を用い、ショケ積分により求められるファ

ジィ AHP による評価得点は、以下の式であらわされる。 
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図-1 階層図 

 

𝑈 = ෍ ∆(𝑗) ∙ max
௫∈஺ೕ

𝑓(𝑥)

௡

௝ୀଵ
 

𝑁 = ෍ ∆(𝑗) ∙ mean
௫∈஺ೕ

𝑓(𝑥)

௡

௝ୀଵ
 

𝐿 = ෍ ∆(𝑗) ∙ mix
௫∈஺ೕ

𝑓(𝑥)

௡

௝ୀଵ
 

ここで 

U：U評価の評価得点（Upper評価・長所重視的評価） 

N：N評価の評価得点（Normal評価・平均的評価） 

L：L評価の評価得点（Lower評価・短所重視的評価） 

n：評価基準の数 

𝑥௜：i番目の評価基準 

𝑓(𝑥௜)：代替案の評価基準 xiの得点 

𝑒(𝑥௜)：評価基準 xiの説明可能度 

𝐸 = {𝑒(𝑥ଵ), 𝑒(𝑥ଶ), ⋯ , 𝑒(𝑥௡)} ：説明可能度𝑒(𝑥௜)の集合 

𝐸∗ = ൜𝑒∗(𝑗)ฬ
∀𝑒∗(𝑗) ∈ 𝐸 ;

𝑒∗(𝑗) ≥ 𝑒∗(𝑗 − 1) , 𝑒∗(0) = 0
ൠ  

：昇順に並べ替えたE 

∆(𝑗) = 𝑒∗(𝑗) − 𝑒∗(𝑗 − 1)  

𝐴௝ = {𝑥௜|𝑒(𝑥௜) ≥ 𝑒∗(𝑗)}  

：説明可能度が𝑒∗(𝑗)以上となる評価基準𝑥௜の集合 

 

(4) ファジィAHPの図形的解釈および意思決定の立場 

前節でファジィ AHP の定式化を示したが、評価得点

の算出方法の理解のため、図形的解釈を行う。 

 図-2, 図-3 は評価基準の数が 3 の場合の評価得点算出

の概念を示したものである。 

e-f 平面上に、すべての評価基準の説明可能度と得点

をプロットし、座標軸に垂線をおろす。Δ(1)～Δ(3)の各

層において、得点 f の最大値で面積を集計した場合が U

評価、最小値の場合がL評価、平均値の場合がN評価と

なる（図-3）。 

 

 
図-2 説明可能度 eと得点 fの関係（評価基準 xの数 n = 3の場

合の概念図） 

 

 

 

 

図-3 ファジィ AHPによる評価得点の算出イメージ（上から、

U評価、N評価、L評価） 

 

 表-1 は、ファジィ AHP の評価の種別と意思決定の主

観的な立場の表現等の対応を解釈し整理したものである。 

ファジィ AHP で扱う対象によって、対応する表現は

変わってくる。例えば、学力試験では、複数科目得点の

「バランスを重視」したり、逆に 1科目の得点がよいこ

とに重きを置き「個性を重視」したりする。また、本研

究であつかうような公共事業の意思決定など複数の主体

がかかわる場合などは、短所を重視し「消極的な」「慎

評価基準
(説明可能度)

目的

代替案

G

X1
e(x1)

X2
e(x2)

… Xn
e(xn)

p1 p2 …

説明可能度e

得点ff(x1) f(x2) f(x3)

x1

x1 x2 x3

x1 x3

0

e(x1) = e*(3)

e(x3) = e*(2)

e(x2) = e*(1)

Δ(1)

Δ(2)

Δ(3)

A1 = {xi | e(xi)≧e*(1)} 
= {x1, x2, x3}

A2 = {xi | e(xi)≧e*(2)} 
= {x1, x3}

A3 = {xi | e(xi)≧e*(3)} 
= {x1}

(f(x1), e(x1))

(f(x3), e(x3))

(f(x2), e(x2))

説明可能度e

得点ff(x1) f(x2) f(x3)

x1

x1 x2 x3

x1 x3

0

e(x1) = e*(3)

e(x3) = e*(2)

e(x2) = e*(1)

Δ(1)

Δ(2)

Δ(3)

A1 = {x1, x2, x3}
max f(x) = f(x3)

A2 = {x1, x3}
max f(x) = f(x3)

A3 = {x1}
max f(x) = f(x1)

(f(x1), e(x1))

(f(x3), e(x3))

(f(x2), e(x2))

説明可能度e

得点ff(x1) f(x2) f(x3)

x1

x1 x2 x3

x1 x3

0

e(x1) = e*(3)

e(x3) = e*(2)

e(x2) = e*(1)

Δ(1)

Δ(2)

Δ(3)

(f(x1), e(x1))

(f(x3), e(x3))

(f(x2), e(x2))

A1 = {x1, x2, x3}
mean f(x) 
= {f(x1) +f(x2) +f(x3)}/3

A2 = {x1, x3}
mean f(x) = {f(x1)+f(x3)}/2

A3 = {x1}
mean f(x) = f(x1)

説明可能度e

得点ff(x1) f(x2) f(x3)

x1

x1 x2 x3

x1 x3

0

e(x1) = e*(3)

e(x3) = e*(2)

e(x2) = e*(1)

Δ(1)

Δ(2)

Δ(3)

(f(x1), e(x1))

(f(x3), e(x3))

(f(x2), e(x2))

A1 = {x1, x2, x3}
min f(x) = f(x1)

A2 = {x1, x3}
min f(x) = f(x1)

A3 = {x1}
min f(x) = f(x1)
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重な」「悲観的な」「保守的な」が対応し、民間事業な

どでリスクを許容する場合は逆に良い評価を重視する

「積極的な」「大胆な」「楽観的な」「冒険的な」とい

う表現が対応する。 

表-1 ファジィAHPの各評価に対応する表現 

ファジィ測度 必然性測度 可能性測度 

ファジィAHP
の評価 

L評価 

短所重視的評価 

U評価 

長所重視的評価 

評価方法 補完的 代替的 

意思決定の立

場に対応する

表現 

バランス重視 
消極的な 
慎重な 
悲観的な 
保守的な 

悪い点が無いことを評価 
確実性重視 

個性重視 
積極的な 
大胆な 
楽観的な 
冒険的な 

よい点があることを評価 
可能性重視 

・N評価は、U評価とL評価の中間的評価 

※文献7)を参考に整理 

 

4. ファジィ AHP による複数評価主体の統合評価

方法 

 

3.(1)で示した通り、ファジィAHPであつかうファジィ

測度は、非加法性測度であり、集合の包含関係により値

の大小が対応する。そのため、異なる評価主体による評

価得点を比較することは慎重に解釈する必要がある。 

本章では、この問題に対応するため、複数の主体の意

見を評価基準のレベルで統合し、ファジィ AHP の評価

得点の代表値を算出する方法について提案を行う。 

 

(1) 評価主体が２者の場合の統合評価方法の定式化 

a) 図形的解釈 

 3.(4)で示したファジィ AHP の e-f 平面による図形的解

釈を拡張し、評価主体が 2者の場合について考える。 

 図-4は、評価主体が異なる 2つの e-f平面を f軸で結合

し、e1-e2-f三次元空間で表現したものである。 

 
図-4 説明可能度 e1および e2と得点 fの関係（評価基準 xの数 n 

= 3の場合の概念図） 

すべての評価基準の説明可能度 e1, e2を e1-e2平面にプロ

ットし、座標軸への垂線で分割される各領域について、

属する評価基準 xiを𝐴௝௞として対応させる。 

図-5 で示す通り、𝐴௝௞を対応させた各領域を底面とし、

得点 f の最大値を高さとした直方体の体積を集計した場

合がU評価、最小値の場合がL評価、平均値の場合がN

評価となる。 

ただし、説明可能度 e1, e2の座標軸については、平方根

軸としている。これは 3.で定式化した、評価主体が単独

の場合の評価得点と整合をとるため、説明可能度 eの差

分Δの積のディメンジョンを 1次元に統一したものであ

る。これにより、e1の評価主体と e2の評価主体が完全に

一致した場合に、評価主体が単独の評価得点と一致する

ことになる。 

 

 

 

図-5 評価主体が 2者の場合のファジィ AHPによる評価得点の

算出イメージ（上から、U評価、N評価、L評価） 

評価主体1の
説明可能度

e1
1/2

評価主体2の
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b) 定式化 

 a)で整理した概念図をもとに、評価主体が２者の場合

のファジィAHPの定式化を行う。 

𝑈 = ෍ ෍ ∆ଵ(𝑗)∆ଶ(𝑘) ∙ max
௫∈஺ೕೖ

𝑓(𝑥)

௡

௞ୀଵ

௡

௝ୀଵ
 

𝑁 = ෍ ෍ ∆ଵ(𝑗)∆ଶ(𝑘) ∙ mean
௫∈஺ೕೖ

𝑓(𝑥)

௡

௞ୀଵ

௡

௝ୀଵ
 

𝐿 = ෍ ෍ ∆ଵ(𝑗)∆ଶ(𝑘) ∙ min
௫∈஺ೕೖ

𝑓(𝑥)

௡

௞ୀଵ

௡

௝ୀଵ
 

ここで、 

𝑒ଵ(𝑥௜), 𝑒ଶ(𝑥௜):評価主体 1及び 2の xiの説明可能度 

𝐸ଵ = {𝑒ଵ(𝑥ଵ), 𝑒ଵ(𝑥ଶ), ⋯ , 𝑒ଵ(𝑥௡)}  

𝐸ଶ = {𝑒ଶ(𝑥ଵ), 𝑒ଶ(𝑥ଶ), ⋯ , 𝑒ଶ(𝑥௡)}  

𝐸ଵ
∗ = {𝑒ଵ

∗(𝑗)|∀𝑒ଵ
∗(𝑗) ∈ 𝐸ଵ;  𝑒ଵ

∗(𝑗) ≥ 𝑒ଵ
∗(𝑗 − 1) , 𝑒ଵ

∗(0) = 0}  

𝐸ଶ
∗ = {𝑒ଶ

∗(𝑘)|∀𝑒ଶ
∗(𝑘) ∈ 𝐸ଶ;  𝑒ଶ

∗(𝑘) ≥ 𝑒ଶ
∗(𝑘 − 1) , 𝑒ଶ

∗(0) = 0}  

∆ଵ(𝐽) = ඥ𝑒భ
∗(𝑗) − ඥ𝑒భ

∗(𝑗 − 1)  

∆ଶ(𝑘) = ඥ𝑒మ
∗(𝑘) − ඥ𝑒మ

∗(𝑘 − 1)  
𝐴௝௞ = {𝑥௜|𝑒ଵ(𝑥௜) ≥ 𝑒భ

∗(𝑗)  ∧  𝑒ଶ(𝑥௜) ≥ 𝑒మ 
∗ (𝑘)}  

：説明可能度が𝑒ଵ 
∗ (𝑗), 𝑒ଶ

∗(𝑘)以上となる𝑥௜の集合 

 

(2) 評価主体が複数の場合の統合評価方法の定式化 

評価主体が 2者の場合の考え方を拡張し、評価主体の

数がmの場合について示す。 

a) 図形的解釈 

説明可能度 e1 ~ emのm乗根を座標軸としたm次元空間

において、n 個（n は評価要因の数）の m 次元超直方体

により分割される空間領域のそれぞれに対し、属する評

価基準 xiの得点 f の最大値、平均値、最小値を集計する

ことで、U、N、L評価の評価得点となる(図-6, 図-7)。 

 

 
図-6 説明可能度 e1～e3の関係（評価主体数m = 3、評価基準数

n = 3の場合の概念図） 

 

図-7 m次元超直方体により分割される領域のイメージ 

 

b) 定式化 

 定式化すると以下の通りとなる。 

𝑈 = ෍ ෍ ⋯ ෍ ∆ଵ(𝑗ଵ) ⋯ ∆௠(𝑗௠) ∙ max
௫∈஺ೕభ,⋯,ೕ೘

𝑓(𝑥)

௡

௝೘ୀଵ

௡

௝మୀଵ

௡

௝భୀଵ
 

    = ෍ ෑ ∆௛(𝑗௛)

௠

௛ୀଵ

∙ max
௫∈஺ೕభ,⋯,ೕ೘

𝑓(𝑥)

ଵஸ௝ೖஸ௡
ଵஸ௞ஸ௠

 

𝑁 = ෍ ෑ ∆௛(𝑗௛)

௠

௛ୀଵ

∙ mean
௫∈஺ೕభ,⋯,ೕ೘

𝑓(𝑥)

ଵஸ௝ೖஸ௡
ଵஸ௞ஸ௠

 

𝐿 = ෍ ෑ ∆௛(𝑗௛)

௠

௛ୀଵ

∙ min
௫∈஺ೕభ,⋯,ೕ೘

𝑓(𝑥)

ଵஸ௝ೖஸ௡
ଵஸ௞ஸ௠

 

ここで、 

m：評価主体の数  

𝑒௛(𝑥௜): h番目の評価主体による評価基準 xiの説明可能度 

𝐸௛ = {𝑒௛(𝑥ଵ), 𝑒௛(𝑥ଶ), ⋯ , 𝑒௛(𝑥௡)}  

𝐸௛
∗ = ൜𝑒௛

∗(𝑗)ฬ
∀𝑒௛

∗(𝑗) ∈ 𝐸௛  ; 

𝑒௛
∗(𝑗) ≥ 𝑒௛

∗(𝑗 − 1) , 𝑒௛
∗(0) = 0

ൠ  

∆௛(𝑗) = ඥ𝑒௛
∗(𝑗)೘ − ඥ𝑒௛

∗(𝑗 − 1)೘   
𝐴௝భ,⋯,௝೘

= {𝑥௜| ⋀ 𝑒௛(𝑥௜) ≥ 𝑒೓
∗(𝑗௛)௠

௛ୀଵ }  

 

5. 評価主体統合ファジィ AHP による合意形成支

援モデルの提案 

 

 これまでの集団合意形成手法は、複数の主体の意見を

集約することで全体の代表値を求め、評価を行うことが

中心となってきた。2.で述べたメンバー全員でコンセン

サスを得る方法や幾何平均により集計化する方法は、ま

さにこの方法で、多数派の意見が結論に反映されること

になる。 

 4.で示した評価主体統合ファジィAHPによる評価は、

異なる主体の評価要因の重要視の度合いを対等に扱い統

合し評価を行う。 
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公共事業においては、事業者や他の利害関係者が直面

するリスクを最小限に抑えつつ、可能な限り多くのメリ

ットを得ることを目指すこと、すなわちマキシミン戦略

による選択を基本に合意形成を図ることが求められる。 

確実性を重視しリスクを最小化するL評価の得点が最

大となる代替案を選択した場合が、マキシミン戦略に相

当するとし、評価主体統合ファジィ AHP 活用し合意形

成を支援するプロセスを提案する。 

① 調査実施者は、対象とする事業について AHP 評価

の階層図を定め、事業等の対象地域や利害関係者等

にアンケート調査を実施。 

② 実際に問題となっている具体の状況や回答者の意向

を整理し、いくつかの評価主体グループに分類しア

ンケート結果を集計。 

③ 各評価主体における評価基準の重要度（説明可能度）

の類似度等を参考に、協調・対立の関係性を把握。 

④ 特に対立している評価主体について、評価主体統合

ファジィAHPによる評価値を算出。 

⑤ 統合したU, N, Lの 3つの評価得点の内、L評価の結

果を統合した評価主体全体のマキシミン戦略による

選択結果とし、確実性を重視した「望ましい案」と

して合意形成を図る。 

 

6. 評価主体統合ファジィ AHP による合意形成支

援のケーススタディ 

 

5.で示した合意形成の手順について、JR札沼線の路線

存廃問題を対象としたケーススタディを行い、有用性を

検証する。 

 

(1) 札沼線における検討の経緯 

 札沼線は全通時点では、札幌市桑園駅から沼田町の

石狩沼田駅を結ぶ線区であったが、新十津川駅～石狩沼

田駅間が 1972 年に廃止、北海道医療大学駅～新十津川

駅間が JR 北海道により「当社単独では維持することが

困難な線区」とされ、2020年に廃止された(図-8)。 

この内、北海道医療大学駅～新十津川駅間の廃止に当

たっては、沿線の当別町、月形町、浦臼町、新十津川町

の 4町において、数回にわたり「札沼線沿線 4町長意見

交換会」を実施するなど積極的な議論がなされた。 

2017年4月21日に実施された第1回では、鉄道の存続

という意見を堅持していたものの、2017年 11月 13日に

実施された第 5回では、住民の利用状況を客観的データ

に基づいて分析した結果、現状のまま鉄路を維持するこ

とは困難だと町長らが判断し、バス転換も含めた最適な

公共交通の在り方について検討することとなった。そし

て、より具体的な方向性を示すため、2018 年 1 月 16 日

に「札沼線沿線まちづくり検討会議」が発足し、JR 北

海道も交えた協議が進められ、同年 12月 20日の第 5回

検討会議において、JR北海道と沿線4町が同区間の廃止

について合意するに至った。 

 

図-8 札沼線 

 

(2) 沿線３地域への鉄道存廃に関する意識調査 

本研究はケーススタディとして、既存研究 8)で行った

意識調査のデータを用いて分析を行う。札沼線沿線の月

形町、浦臼町、新十津川町において、投函配布・郵送回

収方式で意識調査を実施した。調査日、調査票回収率等

を表-2に示す。 

表-2 意識調査概要 

調査地域 月形町 
(石狩月形駅) 

浦臼町 
(浦臼駅) 

新十津川町 
(新十津川駅) 

調査日 2017/12/26 2017/12/26 2018/1/5 

配布部数 294 200 200 

配布票数 588 400 800 

回収率(部数) 25.5% 25.0% 37.3% 

回収率(票数) 18.9% 18.8% 29.1% 

 

調査票では、「個人属性」、「交通行動」に加え、サ

ービスレベルの変化に伴う満足度・不満足度、鉄道路線

存廃についての意見を尋ねた。さらに、鉄道に限らず公

共交通を維持していく上で、どの評価要因が重要だと考

えるか、図-9の評価要因１及び２について一対比較によ

る調査を実施した。 

 
図-9 ケーススタディにおけるAHP階層構造 
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(3) 沿線３地域の評価主体の設定 

鉄道の存廃について 5 段階評価で意見を尋ねた(図-10)。

3 地域とも｢バス転換してもしょうがないと思う｣と回答

した人が最も多く、「バス転換すべきだと思う」の回答

と合わせるとバス転換派が過半数である。この 3地域の

中では浦臼町において、鉄道の存続に対する意向が高く、

鉄道存続派は 37%である。 

 

 
図-10 鉄道の存廃についての意見 

 

 ファジィ AHP による分析に当たっては、この鉄道の

存廃についての意見を元に、評価主体を設定した。３地

域のそれぞれについて、「鉄道を絶対存続させるべきだ

と思う」と「どちらかというと鉄道を存続させるべきだ

と思う」の回答者を「鉄道存続派」とし、「バス転換す

べきだと思う」と｢バス転換してもしょうがないと思う｣

の回答者を「バス転換派」とする、合計６つの評価主体

に整理し、一対比較の整合度があるもの(CI<1.5)により

分析を行った（表-3）。 

６つの評価主体それぞれの、評価要因の説明可能度と

代替案の得点は、表-4、表-5の通り。 

 

表-3 AHP分析に用いた評価主体とデータ数 

 新十津川町 浦臼町 月形町 
鉄道存続派 17 9 12 

バス転換派 41 13 15 

 

表-4 評価要因の説明可能度 

 

 

表-5 代替案の評価基準の得点 

 

 

(4)  沿線３地域のファジィAHPによる分析 

 沿線３地域の鉄道存続派・バス転換派の２つの評価主

体について、それぞれの主体と、主体を統合した場合に

ついてファジィAHPによる評価を行った（図-11）。 

a) 新十津川町 

鉄道存続派は、N評価と L評価において「鉄道存続」

の代替案が優位、U 評価では、２つの代替案の得点が同

一となった。 

バス転換派では、鉄道廃止を容認しているにもかかわ

らずN評価において、「鉄道存続」の代替案が優位とな

った。短所重視評価である L 評価においては意向通り

「バス転換」の代替案が優位となっている。このことか

ら、バス転換派は、「悲観的」「確実性重視」といった

スタンスであることが窺える。 

鉄道存続派とバス転換派を統合した場合、マキシミン

戦略となるL評価で「バス転換」の代替案が優位となっ

た。新十津川町としては、「バス転換」を望ましい案と

して進める。 

b) 浦臼町 

鉄道存続派は、新十津川町と同様、N, L評価において

「鉄道存続」が優位、U 評価では、２つの代替案の得点

が同一となった。 

また、バス転換派においても新十津川町と同様、N 評

価では「鉄道存続」が優位となり、L 評価では「バス転

換」が優位となった。短所重視の立場が窺える。 

鉄道存続派とバス転換派を統合した場合、L 評価で

「鉄道存続」の代替案が優位となった。 

図-9で示した通り、バス転換派が多数派である中、鉄

道存続が上位となったことや、他地域との意見の違いを

踏まえた調整が求められる。 

c) 月形町 

鉄道存続派は、U, N, L評価ともに「鉄道存続」の代替

案が優位となった。バス転換派についても、3 つの評価

ともに「バス転換」の代替案が優位となった。 

鉄道存続派とバス転換派を統合した場合、マキシミン

戦略となるL評価で「バス転換」の代替案が優位となっ

た。月形町としては、「バス転換」を望ましい案として

進める。 
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鉄道
存続派

バス
転換派

鉄道
存続派

L1

L2

0.847

運行コスト

運行コスト 運賃 所要時間
アクセス

距離
運行頻度 定時性 快適性

観光客のた

めの交通手

段の確保

駅やバス停

の拠点性

鉄道存続 0.143 1.000 1.000 0.200 0.333 1.000 1.000 1.000 1.000

バス転換 1.000 1.000 0.333 1.000 1.000 0.200 0.200 0.333 1.000

鉄道存続 0.143 1.000 1.000 0.200 0.333 1.000 1.000 1.000 1.000

バス転換 1.000 1.000 0.333 1.000 1.000 0.200 0.200 0.333 1.000

鉄道存続 0.143 1.000 1.000 0.200 0.333 1.000 1.000 1.000 1.000

バス転換 1.000 1.000 0.333 1.000 1.000 0.200 0.200 0.333 0.333

まちづくりへの影響

新
十
津
川
町

浦
臼
町

月
形
町

サービスレベル 安心感
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図-11 沿線３地域におけるファジィAHPの評価結果 
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L N U L N U L N U

鉄道 0.601 0.866 1.000 0 .440 0.807 1.000 0.205 0.723 1.000

バス 0.478 0.689 1.000 0.402 0.682 0.993 0.305 0.686 0.999

L N U L N U L N U

鉄道 0.275 0.718 1.000 0.196 0.588 0.832 0.143 0.490 0.701

バス 0.200 0.551 0.877 0 .339 0.639 0.933 0.479 0.736 1.000
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(4) 評価主体間の対立構造の確認 

 沿線 3地域それぞれの望ましい案が一致しないことか

ら、路線全体での合意形成方法を探る必要がある。議論

の対象となる問題構造を明確にするため、各主体の評価

基準（評価要因１のレベル）の説明可能度の類似度によ

り意見の隔たりの把握を行った。 

類似度の算出は、コサイン類似度によった（表-6）。

コサイン類似度は、2 つのベクトルの類似度を表す尺度

で、2つのベクトルがなす角のコサイン値のこと。[-1, 1]

の区間の値をとり、1に近ければ似ていることになる。 

 

表-6 各評価主体間の説明可能度によるコサイン類似度 

新
十
津
川
町 

鉄道 
存続派 

     

0.953 
バス 

転換派 
    

浦
臼
町 

0.955 0.858 
鉄道 

存続派 
   

0.994 0.965 0.953 
バス 

転換派 
  

月
形
町 

0.953 0.997 0.859 0.958 
鉄道 

存続派 
 

0.898 0.960 0.858 0.918 0.965 
バス 

転換派 

 

3 つのそれぞれの地域内において、鉄道存続派とバス

転換派の間での、類似度は大きな開きは無かった。 

6 つの評価主体の間で、説明可能度の類似度に比較的

開きがあったのは、 

・浦臼町鉄道存続派－新十津川町バス転換派 

・浦臼町鉄道存続派－月形町バス転換派 

であった。 

 この類似度に開きのあった、浦臼町鉄道存続派、新十

津川町バス転換派、月形町バス転換派の 3つの評価主体

は、それぞれ自身の地域の望ましい案の推進派となって

いた。 

 

 

(5) 沿線３町全体としての評価結果 

コサイン類似度による対立状況を踏まえ、3 つの町の、

マキシミン戦略の推進派の 3者（浦臼町鉄道存続派、新

十津川町バス転換派、月形町バス転換派）を統合したフ

ァジィAHPによる評価を行った。 

3 者統合の評価の結果、U 評価：バス転換、N 評価：

鉄道存続、L 評価：バス転換が優位となる結果であった

(図-12)。この内、マキシミン戦略をとり、統合の L評価

で優位なバス転換を推進することが、路線全体の望まし

い案と考えられる。 

 

(6)  合意形成に向けた方針の考察 

評価主体統合ファジィ AHP の結果から路線全体の方

針として「バス転換」を望ましい案とした。しかしなが

ら、代替案としての「鉄道の存続」と「バス転換」を比

較すると、ファジィ AHP の評価得点から見た差異は、

大きいとは言えない。 

評価主体間の類似度からも、各町内においては、鉄道

存続派とバス転換派の二者に意見の相違はあまり見られ

ないという構造であった。 

評価要因の説明可能度については、新十津川町、浦臼

町、月形町のいずれにおいても、鉄道存続派はまちづく

りへの影響を重視する傾向があり、バス転換派は運行コ

ストを重要視する傾向が見られた。 

合意形成に向けては、路線全体としてはバス転換を実

施しながらも、単純に交通手段としてのバス路線を確保

すればいいということではなく、鉄道存続派の評価主体

が重視している「まちづくりへの影響」について、自治

体、地域住民、事業者である JR 北海道が考えていくこ

とが必要であることが示唆された。 

 前述の通り、北海道医療大学駅～新十津川駅間は、

2020年に実際に廃止され、このケーススタディの結論で

ある「バス転換」と一致しているが、「まちづくり」に

ついても積極的な取り組みを期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 評価主体3者を統合したファジィAHPの評価結果 

浦臼町鉄道存続派 月形町バス転換派 新十津川町バス転換派 3者統合

L N U L N U L N U L N U

鉄道 0.601 0.866 1.000 0.143 0.490 0.701 0.166 0.702 1.000 0.280 0.644 0.850

バス 0.478 0.689 1.000 0.479 0.736 1.000 0.217 0.693 1.000 0.334 0.627 0.883
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7. 結論 

 本研究では、公共事業の合意形成プロセスに複数の関

係者が参加する場合の意思決定を支援することを目的に、

ファジィAHP手法の拡張を行い、以下の知見を得た。 

(1) ファジィ AHP の図形的解釈を行い、複数の評価主

体を統合した評価が可能なファジィ AHP 手法を提

案した。 

・ ファジィ測度は、非加法性測度であり、集合の包

含関係に値の大小が対応するため、異なる評価主

体による評価得点の単純比較は慎重な解釈が必要

であるが、複数の主体意向を評価基準のレベルで

統合し、ファジィ AHP の評価得点の代表値を算出

する方法でこの問題に対応した 

(2) 評価主体統合ファジィ AHP を用いた、合意形成支

援手順を示した。 

・ 評価主体のグループを整理し、類似度等から問題

の協調・対立の関係性を把握 

・ 対立構造の評価主体を統合しファジィAHPを実施 

・ 公共事業においては、マキシミン戦略をとる立場

から、評価主体統合ファジィ AHP の L評価による

意思決定で合意形成をはかる 

(3) JR 札沼線の路線存廃問題を対象としたケーススタ

ディを行い、支援モデルの有用性を検証した。 

 

今後は、この手法の実例への適用や、他の合意形成手

法との関係性整理や体系化を進めたい。 
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